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☐

☐

☑

☐
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5％

１人 ２人

項目 現場作業用機械、事務所空調の入替

10％

指標
（更新時に向けた数値目標）

項目 所内保管書類の全て電子化率

現状（2025年） 更新時（3年後）

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

（分野に☑）

2025年までに現場作業用機械２台、
事務所空調の入替を目標。

三側面
前期のSDGsに関する重点的な取組み 前期の指標

2020年未導入→2025年導入

契約書類等のペーパーレス化については、自治体や関係各社との連
携が困難。所内保管書類の完全電子化は推進中であるが、まずはコ
ピー枚数削減や再生紙を推進する。

項目 子育て育休制度導入

三側面
（分野に☑）

現状（2025年） 更新時（3年後）

使用年数の経過により環境性能の低くなった設備（機械・
空調設備等）の入替を行い、CO2削減を目指します。

現状（2025年） 更新時（3年後）

2025年　5％

前期のSDGsに関する重点的な取組み

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

前期の指標

空調1台

前期の指標に対する実績

機械1台
・「SDGsに関する重点的な取組み」には環境・社会・経済の三側面の全てについて、重点的な取組みを記載してください。なお、取組みが複数の分野に該当する場合は、
それぞれの分野にチェックを入れてください。
・「指標（更新時に向けた数値目標）」には、それぞれの取組みに対する「目指す姿」の実現を念頭に、それを評価するための指標項目と、現状の数値および更新時（3年
後）の数値目標を記載してください。前期と同じ取組みの場合は、現状の数値と下記の前期実績が一致しているかをご確認ください。

前期の指標に対する実績

（分野に☑）

男性の育児・家事休暇を推奨し、子育
て育休制度を導入。

前期の指標に対する実績

現場作業員の就業環境の良化を目指し、社員の健康福祉管理を徹底
し、ジェンダー平等を目指した働き方改革を行います。

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

2024年若手入社に対して2025年12月認定予定。

経済

進捗状況（実施状況および達成・未達成状況、未達成の場合理由記載）

a

a 経年劣化により環境性能の低くなった空調の入替を行い、消費電力
削減につなげた。

2025年　1台

a

社会

経済

環境

社会

経済

・「三側面」、「前期のSDGsに関する重点的な取組み」と「前期の指標」には、前回登録申請した際に記載した「三側面」、「SDGsに関する重点的な取組み」と「指標」をそ
のまま転記してください。
・「取組みの進捗状況」には、前期の重点的な取組みの実施状況を記載してください。指標が未達成の場合は、その理由等も記載してください。
・「前期の指標に対する実績」には、「前期の指標（数値目標）」に対する実績を数値を用いて記載してください。
※提出前に全てセルが青色から白色に変更になっているかをご確認ください。

＜パートナーシップ＞

・「パートナーシップ」には、企業やNPO法人、行政など関係機関との連携を記載してください。

地域に密着した建設工事業者として、自社・お取引業者・県や市など、あらゆる関係者と共通認識を持ち、信頼関係の構築
と責任あるパートナーシップ関係の締結により、持続可能な社会の実現に貢献します。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標に係るこれまでの進捗状況＞

環境

社会

社会

経済

環境

環境

社会

経済

契約書類等のペーパーレス化及び各取引の電子化による紙資源の
削減を行い、環境への配慮及びCO2の削減を目指します。

2025年までに所内保管書類を全て
電子化し、紙資源30％削減。

使用年数の経過により環境性能の低くなった設備（機械・空調設備
等）の入替を行い、CO2削減を目指します。

経済

環境

事業者名 株式会社　梶川工業

地域の建設業におけるSDGｓ推進者としてのパイオニア企業を目指します。エコフレンドリーな現場施工・事務所内体制の
構築と精神的・身体的により安心安全な就業環境の整備を行うことで、地域住民や従業員、社会及び環境の保全に貢献
し、持続可能な社会の実現の一助となる企業を目指します。

＜SDGsに関する重点的な取組み及び指標＞

a

＜2030年のSDGs達成に向けた経営方針と目指す姿＞

更新

三側面
（分野に☑）

環境

社会

SDGsに関する重点的な取組み

契約書類等のペーパーレス化及び各取引の電子化による
紙資源の削減を行い、環境への配慮及びCO2の削減を目
指します。

現場作業員の就業環境の良化を目指し、社員の健康福祉
管理を徹底し、ジェンダー平等を目指した働き方改革を行
います。


